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ま  え  が  き 

 

この報告書は、当協会が日本財団の助成金を受けて、海難防止事業の一環と

して 2012 年度に実施した「海事の国際的動向に関する調査研究（海上安全）」

事業の内容をとりまとめたものである。 

 

 

2013 年 3 月 

公益社団法人 日本海難防止協会 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



委員会等の名称、構成は次のとおりである。 
 

「海事の国際的動向に関する調査研究委員会(海上安全)」 

 

１．委員（順不同、敬称略）    

委員長 竹本 孝弘  東京海洋大学教授  

委  員 柿原 利治  東京海洋大学教授 

〃 松本 宏之  海上保安大学校教授 

〃 岡村 敏   元 IMO 海洋環境部次長 

   阪根  靖彦  (独）航海訓練所安全推進室長 

〃 吉野 高広  日本水先人会連合会事務局長 

 〃  山内 章裕  (一社）日本船主協会海務部課長 

〃  藤澤 昌弘  (社）日本船長協会常務理事 

〃 佐藤 幹夫  (一社）日本旅客船協会工務相談室長 

〃 小林 憲   (社）大日本水産会漁政部部長 

〃 待場 純   全国漁業協同組合連合会漁政部次長 

〃    北林 邦彦   (一財)日本船舶技術研究協会基準・規格ｸﾞﾙｰﾌﾟ基準ﾕﾆｯﾄ長 

〃    浦野 靖弘  (一財)日本船舶技術研究協会基準・規格ｸﾞﾙｰﾌﾟ主任研究員 

〃  錦郡 満   (財)海上保安協会常務理事 

 

２．関係官庁等（順不同、敬称略）    

金子 正志 国土交通省海事局総務課国際企画調整室長 

小泉 哲也 国土交通省総合政策局総務課交通安全対策室長 

芳鐘 功 国土交通省海事局総務課危機管理室長 

平田 徹郎 国土交通省海事局外航課長 

   平原 祐 国土交通省海事局安全基準課長 

   山本 博之  国土交通省海事局運航労務課長 

   大倉 正義  運輸安全委員会事務局参事官 

坪上 浩治 海上保安庁総務部情報通信課長 

高橋 一郎 海上保安庁総務部国際・危機管理官 

新田 慎二  海上保安庁警備救難部国際刑事課長 

岩並 秀一 海上保安庁警備救難部警備課長 

平田 友一 海上保安庁警備救難部救難課長 

仙石 新 海上保安庁海洋情報部技術・国際課長 

田中 弘之 海上保安庁海洋情報部航海情報課水路通報室長 

金子 英幸 海上保安庁交通部企画課長 

鈴木 弘二 海上保安庁交通部安全課長 



近藤 悦広 海上保安庁交通部安全課航行指導室長 

   岡本 圭佑 水産庁増殖推進部研究指導課漁船検査官 

 

３．上記委員等のほか、次の諸氏に格別のご協力をいただいた。(順不同、敬称略) 

   宮本 佳則  東京海洋大学准教授 

玉井 博史  大日本水産会業務課係長 

志賀 達也  国土交通省海事局総務課国際協力調整官 

升井 峻   国土交通省海事局総務課国際機関対策係長 

神郡 卓也  国土交通省総合政策局総務課交通安全対策室総合調整第一係長 

庄司 義明  国土交通省海事局総務課危機管理室専門官 

村上 佳謙  国土交通省海事局総務課海事保安対策係長 

真田 修一  国土交通省海事局外航課海賊対策調整官 

畑中 茂雄  国土交通省海事局外航課管理係長 

井田 充彦  国土交通省海事局安全基準課環境基準渉外官 

大西 泰史  国土交通省海事局安全基準課専門官 

伴  彰浩  国土交通省海事局安全基準課調整係長 

平瀬 利明  国土交通省海事局安全基準課渉外係長 

宮西 徹   国土交通省海事局運航労務課専門官 

小野寺 典文 運輸安全委員会事務局参事官付課長補佐 

江口 徹   運輸安全委員会事務局船舶事故調査官 

今村 秀成  運輸安全委員会事務局参事官付国際係長 

藤本 裕之  海上保安庁総務部情報通信課技術企画官 

古川 正樹  海上保安庁総務部情報通信課専門官 

萬谷 慎二  海上保安庁総務部情報通信課調査係長 

木村 嘉仁 海上保安庁総務部国際・危機管理官国際係長 

池田 竜也  海上保安庁警備救難部国際刑事課海賊対策室海賊対策係長 

林  亮治  海上保安庁警備救難部国際刑事課専門官 

田中 航二郎 海上保安庁警備救難部警備課専門官 

松本 孝典  海上保安庁警備救難部救難課専門官 

古田 明   海上保安庁海洋情報部技術・国際課主任技術・国際官 

服部 友則  海上保安庁海洋情報部技術・国際課技術・国際官 

柴田 和宏  海上保安庁海洋情報部航海情報課水路通報室主任通報官 

金原 聖   海上保安庁海洋情報部航海情報課水路通報室主任通報官 

横山 裕之  海上保安庁海洋情報部航海情報課水路通報室水路通報官 

上山 伸二  海上保安庁交通部企画課課長補佐 

野口 英毅  海上保安庁交通部整備課安全ｼｽﾃﾑ開発室主任安全ｼｽﾃﾑ技術官 



北見 宗雄  海上保安庁交通部企画課国際係長 

雪松 俊介  海上保安庁交通部企画課国際係員 

伊東 重春  海上保安庁交通部安全課企画調査係長 

間端 啓文  海上保安庁交通部安全課航行指導室海務第一係長 

古谷健太郎  海上保安大学校海上警察学講座准教授  

 

４．事務局      氏名欄（  ）は前任者 

渡部 典正  日本海難防止協会専務理事 

小川 泰治  日本海難防止協会常務理事 

（増田 正司） 

 大内 勝美  日本海難防止協会企画国際部長 

（小川 泰治） 

志水 知也    日本海難防止協会企画国際部国際室長 

倉本 明   日本海難防止協会ロンドン事務所長 

小林 愛子    日本海難防止協会企画国際部研究員 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



目          次 

 

１  調査研究の概要  
  1 事業の目的 ······················································································ 1 

2 方策 ······························································································· 1 

  3 事業の年間実施結果 ·········································································· 1 

 

２  IMO 委員会等 
第 16 回 無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR16） ····································· 3 
第 90 回 海上安全委員会（MSC90） ···························································· 10 

第 58 回 航行安全小委員会（NAV58） ························································· 23 

第 91 回 海上安全委員会（MSC91） ···························································· 26 

 

３ 国際室調査事項 
「海賊事案の現状について」 ·········································································· 31 

「大規模海難救助に関する国際会議について」 ················································· 42 

 
４  調査研究委員会 

第 1 回委員会議事概要 ·········································································· 47 

・添付資料 1 平成 24 年度事業実施計画 

・添付資料 2 平成 24 年度調査研究テーマ 

第 2 回委員会議事概要 ·········································································· 53 

第 3 回委員会議事概要 ·········································································· 57 

第 4 回委員会議事概要 ········································································· 61 

 

＜参考資料＞ 
・IMO  2012 年会議プログラム ························································· 65 

・IMO  2013 年会議プログラム ························································· 67 

 



 



 

 

 

 

 

１ 調査研究の概要 
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１ 事業の目的 
海上安全の分野における国際的な動向を調査･研究し、もって官民一体となった我が国

対応のあり方の検討に資する事を目的とする。 

 

２ 方策 
（１）IMO 各委員会における審議結果の報告と対処方針の検討 

（２）海事の国際的動向に関する調査の実施 

（３）調査結果の発表 

 

３ 事業の年間実施結果 
  平成 24 年 

5 月 9 日  〈第一回委員会〉 

・平成 24 年度委員会実施計画（案）の承認 

・平成 24 年度調査テーマ（案）の承認 

・第 16 回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR16）結果報告 

・第 90 回海上安全委員会（MSC90）対処方針（案）の検討 

5 月 16 日～25 日 第 90 回海上安全委員会（MSC90） 

6 月 21 日  〈第二回委員会〉 

       ・第１回委員会議事概要（案）の承認 

・第 90 回海上安全委員会（MSC90）結果報告 

・第 58 回航行安全小委員会（NAV58）対処方針（案）の検討 

7 月 2 日～6 日 第 58 回航行安全小委員会（NAV58） 

11 月 12 日  〈第三回委員会〉 

       ・第 2 回委員会議事概要(案)の承認 

       ・第 58 回航行安全小委員会（NAV58）結果報告 

       ・第 91 回海上安全委員会（MSC91）対処方針（案）の検討 

11 月 26 日～30 日 第 91 回海上安全委員会（MSC91） 

平成 25 年 

1 月 18 日   〈第四回委員会〉 

・第 3 回委員会議事概要（案）の承認 

・第 91 回海上安全委員会（MSC91）結果報告 

・第 17 回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR17）対処方針（案）

の検討 

・平成 24 年度事業報告書（案）の承認 

  1 月 21 日～25 日 第 17 回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR17） 

 



 

 

 



 

 

 

２ ＩＭＯ委員会等 

 

第 16 回無線通信・探索救助小委員会（COMSAR16） 

第 90 回海上安全委員会（MSC90） 

第 58 回航行安全小委員会（NAV58） 

第 91 回海上安全委員会（MSC91） 
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第 16 回 無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR16）の審議概要 

 
１ 日程  

平成 24 年 3 月 12 日（月）～16 日（金） 

 

２ 開催場所 

IMO 本部 

 

３ 議題 

(1)  議題の採択 

（2） 他の IMO 委員会等の決定 

（3） GMDSS 

（4） 国際電気通信連合(ITU)海上無線関連事項 

（5） コスパス-サーサット及びインマルサットの開発の検討 

（6） 捜索救助関連 

（7） 海上無線通信システム及び技術の開発 

（8） 国際航空海上捜索救助(IAMSAR)マニュアルの改正 

（9） 遭難通信の誤報を防ぐための手段の検討 

（10） 海上で救助された人の安全を確保する方策 

（11） e-ナビゲーション戦略実施計画の策定 

（12） AIS VHF Data Link(VDL)の保護のための勧告（決議 MSC.140(76)）の改訂 

（13） LRIT 関連事項 

（13） COMSAR17 の作業計画及び議題 

（14） 2013 年の議長及び副議長の選出 

（15） その他事項 

 

４ 審議内容 

添付 1、2 および添付 3 のとおり。 
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捜索救助作業部会（WG1）における審議 

 

日本海難防止協会 国際室 

 

１ IAMSAR マニュアルの改正 

 IAMSAR マニュアル（国際航空海上捜索救助手引書）の定期的な更新に向けた、修

正内容の確認。 

 ICAO/IMO 合同作業部会（2011 年 10 月）で承認された改正案の検討 

 「寒冷海域…」で若干の議論があったが、概ね問題なく承認。 

★MSC91（2012 年 11 月）での承認ののち、2013 年度版として発行予定 

 【主な修正点】 

○ 寒冷海域における生存マニュアルの修正 

○ EPIRB 早期起動の推奨 

 

２ GISIS を利用したグローバル SAR プランの活用について 

 各国の捜索救助のコンタクト先などの情報を GISIS から閲覧／登録・修正可能とす

ることの承認。 

 同システムは 5 月から運用開始。これ以降は捜索救助当局が随時・直接の情報アッ

プデートを実施する。 

 

３ 新しい遭難通報への対応について 

 インターネット技術の進歩に伴い、従来は想定されていなかった遭難通報に対する

対応の検討を実施。 

○  SAR 当局に対して e-mail で遭難を通報するスマートフォンのアプリ 

○  ソーシャルメディア（Twitter、Facebook など）を介した遭難情報拡散 

【問題点】 

 E-mail での遭難通報は GMDSS に定められていない 

 捜索救助機関が必ずしも常時確認をしているとは限らない 

 適切な捜索救助当局に通報が行われるとは限らない 

 【対応】 

 「スマートフォンその他のコンピュータ機器で使用される捜索救助アプリに

関するガイダンスに関する小委員会回章案」を作成し各国に適切な対応を

呼びかけ 

 IAMSAR マニュアルの 2016 年版改正に、「ソーシャルメディアを介した遭難

通報が担当当局の一次的な通報入手手段としての継続的な観察が行われて

いない可能性」を含めた記載を行うことを提案 

添付３ 



10 
 

第 90 回 海上安全委員会（MSC90） 

 

１ 日程 

5 月 16 日（水）～5 月 25 日（金） 

 

２ 開催場所 

IMO 本部 

 

３ 議題 

(1)     議題の採択 

(2) 他委員会の決定 

(3) 義務的要件の改正の採択（DG 1） 

(4) 海上セキュリティの強化（WG 1） 

(5) 新造船のゴールベース・スタンダード（WG 2） 

(6) LRIT 関連 

(7) 旗国実施（FSI19 の結果及び FSI20 で生じた緊急事項） 

(8) 無線通信及び捜索救助（COMSAR15 の結果及び COMSAR16 で生じた緊急事項） 

(9) 船舶設計・設備（DE55 及び DE56 の結果） 

(10) 航行安全（NAV57 の結果） 

(11) 防火（FP55 の結果） 

(12) 危険物・固体貨物・コンテナ（DSC16 の結果） 

(13) 復原性・満載喫水船・漁船安全（SLF54 の結果） 

(14) ばら積み液体・ガス（BLG16 の結果） 

(15) STCW 条約の実施 

(16) 海上安全と保安における技術協力プログラム 

(17) 新規措置の実施のためのキャパシティ・ビルディング（EG1） 

(18) 人的要件の役割 

(19) フォーマル・セーフティ・アセスメント（WG2） 

(20) 海賊及び船舶に対する武装強盗（WG1） 

(21) 一般貨物船の安全 

(22)    条約の実施と関連事項 

(23)    他の機関との関係 

(24)    委員会のガイドラインの適用 

(25) 作業計画 

(26) その他事項 

(27) 旅客船の安全 
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４ 審議内容 

 添付 1、2 および添付 3 のとおり。 
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国際海事機関（IMO）「民間海上警備会社に関する暫定ガイダンス」の概要 

 

 

１．民間海上警備会社の会社要件 

・自国籍船に民間武装警備員を乗船させるかどうかは、各国政府の判断による。 

・民間海上警備会社は、海上での業務実績、民間武装警備員の業務に関する方針、武器

使用のための方針等の業務遂行能力、契約期間中の適切な保険への加入等が必要。 

 

２．民間武装警備員の管理 

 ・民間海上警備会社は、民間武装警備員の犯罪履歴・雇用履歴、武器等の所持・使用の

経験を有すること等を立証。 

・民間海上警備会社は、民間武装警備員が適切な訓練を受けていることを確保。 

 

３．武器の使用 

 ・武器の使用は段階的対処計画（武器の誇示、空砲射撃、実弾射撃等）に基づくものと

して実施。 

 ・人に対する武器の使用は、自己又は第三者の防衛のために限定することを明確化。 

 

４．その他 

 ・「船長と民間武装警備員の権限関係」については一義的に船長が権限を有すること。 

 

 

添付３ 
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第 58 回 航行安全小委員会（NAV58）の審議概要 

 
１ 日程  

7 月 2 日（月）～ 6 日（金） 

 

２ 開催場所 

IMO 本部 

 

３ 議題 

（1） 議題の採択 

（2） 他の IMO 委員会等の決定 

（3） 船舶の航路、報告と関連事項 

（4） 航路指定の一般通則（総会決議第 572（14））の見直し 

（5） 無線通信 ITU-R Study Group 関連を含む ITU 関連事項 

（6） e-ナビゲーション戦略の実施計画の策定 

（7） 航路標識 AIS の新シンボルとポリシーの開発 

（8） 海難分析 

（9） IACS 統一解釈についての考察 

（10） 傾斜計の性能要件の開発 

（11） 作業計画及び NAV 57 の議題 

（12） 2012 年議長及び副議長の選出 

（13） その他 

（14） MSC への報告 

 

４ 審議内容 

 添付 1、2 のとおり。 
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NAV 58 議題 7 

「航路標識 AIS のための IMO ポリシー及び新シンボルの開発」 

の審議概要について 

 

海上保安庁交通部整備課安全システム開発室 

 

1. 経緯 

 航路標識 AIS のための IMO ポリシー及び新シンボルの開発は、我が国提案を基に 2010 年

（平成 19 年）の MSC 88 で MAV の新規作業として採択された。2011 年（平成 20 年）の NAV 

57 では、我が国提案を基に、ポリシー原案を作成するためのコレスポンデンス・グループ

（CG）の設置が採択され、海上保安庁交通部整備課安全システム開発室の野口主任安全シ

ステム開発技術官がコーディネーター（議長相当）を務めることとなった。 

 

2. 審議概要 

 NAV 58 全体会議では、我が国から、CG の作業報告を行い、航路標識 AIS の定義・用途・

管理等を定めたポリシー原案の説明が行われた。その後、航路標識 AIS の用途について、

オーストラリアから、仮想航路標識 AIS の永続的使用が有効であり費用の面から認めるべ

きとの意見があった。これに対し、国際海運会議所（ICS）等は、仮想航路標識 AIS は AIS

搭載船しか分からず、船員の混乱を招きやすいことから、永続的使用は認めるべきでない

との意見があり、最終的に CG 原案のとおり、仮想航路標識 AIS の永続的使用は、対象物が

海図に記載できない場合以外は、推奨できないとの案になった。また、定義については、

航路標識 AIS の種類を「実航路標識 AIS」と「仮想航路標識 AIS」の 2種類とする案が採択

された。 

 この全体会議の結果を受け、アメリカを議長とする起草作業部会が設置され、CG の原案

を基に、若干の語句修正によりポリシー案が作成され、また、新シンボル作成のための CG

の作業項目（TOR）も作成された。最終日の全体会議でこれらが承認され、ポリシー案の最

終化及び新シンボル案の作成を行うための CG が再設置された。なお、CG のコーディネータ

ーは、引き続き野口主任安全システム開発技術官が務めることとなった。 

 

3．今後の対応 

 現在 CG には、アメリカ、フランス、ノルウェー、デンマーク等 15 カ国、IALA、IHO、IEC

等 7 国際機関が参加し、ポリシー案の最終化及び新シンボル案を作成中であり、これらを

NAV 59 に提出する予定である。 

 

 

 

添付 1 
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航路作業部会（WG1）における審議 

 

日本海難防止協会 国際室 

 

議題 3 航路選定 

シンガポール海峡内 TSS を横切る船舶に対する灯火規則導入（NAV58/3/15） 

シンガポールは、NAV56（2010 年）に合意された、夜間にシンガポール海峡 TSS 等を

横断する船舶に対して緑色全周灯 3 個を掲げる暫定勧告事項を、暫定ではなく正式なもの

として、「航路指定」への追記を提案した。 

シンガポールの提案した修正分の中に、“shall comply”という文言が含まれていること

に対し、強制化の意図の有無について確認が求められ、シンガポール側から「規則の強制

化は考えていない」ことが明確に示された。 

本訂正に対し、地域的な決定事項が既成事実化していく」ことに対する懸念や、必要な

調査が不十分であるという指摘があった。また、NAV56 の時点で、透過に関する修正は

COLREG の改正も行うことが議論されたにも関わらず、その措置が取られていないことに

対する疑問が指摘された。一方で、豪、中、韓、ブラジルなどは提案に対する支持を表明

した。 

作業部会では、「航路指定」の修正、COLREG の改正の必要も含めて対応を検討し、一

旦は「航路指定」の修正で合意がなされた。しかし、小委員会事務局から、「航路指定を定

める規則の中に灯火に関する規定を設けることは適当ではない」とする見解が示されたこ

とから、本修正は小委員会回章として扱われることとなった。 

 

議題 4 航路選定に関する一般通則の改正 

 オランダは、将来的に IMO に提案される航路について、TSS に関しては他の TSS や、

TSS 以外の航路指定から独立して提案することを、「航路指定の一般通則（Resolution A. 

572 (14)）に明記することを提案した。 

 本提案に対し、特段問題となる議論はなく、総会で承認を受けたうえで、航路指定の一

般通則の改正が行われることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付２ 
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第 91 回 海上安全委員会（MSC91） 

 

１ 日程 

11 月 26 日（水）～11 月 30 日（金） 

 

２ 開催場所 

IMO 本部 

 

３ 議題 

(1)     議題の採択 

(2) 他委員会の決定 

(3) 義務的要件の改正の採択（DG 1） 

(4) 海上セキュリティの強化（WG 1） 

(5) 新造船建設に関するゴールベース・スタンダード（WG3） 

(6) LRIT 関連 

(7) 旅客船の安全（WG2）  

(8) Polar Code の強制化 

(9) 無線通信及び捜索救助（COMSAR16 の結果） 

(10) 旗国実施（FSI20 の結果） 

(11) 訓練及び当直（STW43 の結果） 

(12) 航行安全（NAV58 の結果） 

(13) 危険物・固体貨物・コンテナ（DSC17 で生じた緊急事項） 

(14) 海上安全と保安における技術協力プログラム 

(15) 新規措置の実施のためのキャパシティ・ビルディング（EG1） 

(16) フォーマル・セーフティ・アセスメント 

(17) 海賊及び船舶に対する武装強盗（WG1） 

(18) 条約の実施と関連事項  

(19) 作業計画 

(20) 2013 年の議長及び副議長の選出 

(21) その他の事項 

 

４ 審議内容 

 添付 1、2 のとおり。 
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NAV

COMSAR

DE

FP

SLF

BLG

DSC

FSI

STW

Technical I

Technical II

Operation

Environment

Cargo

Implementation

STW

SAR WG

小委員会の再編案 

小委員会の統廃合について 

 
背景 
 IMO の財政健全化に伴う組織の見直しと再編（Review and reform）の一環

として実施 

 
再編計画 
 現在 9 会合が行われている小委

員会を 7 会合まで再編し、2 ヵ年

次で合計 4 週間の開催期間短縮を

図る。 
① NAV 及び COMSAR を合併

し、さらに SAR を独立させ

て、MSC 直下で隔年開催の

作業部会に 
② DE、FP、SLF の 3 小委員会

を 2 小委員会に再編 
③ BLG DSC及びFSIの名称を

変更 

④ STW は変更なし 

 
経緯と進捗 
 本計画は第 109 回理事会（C109）で提案され、SAR を独立させて隔年開催の

作業部会とすることは否定的な意見が出たものの、それ以外は概ね了承された。

これを受けて、MSC91 において、詳細な検討が求められた。 

 ところが、MSC91 では以下の理由から、参加者から反対が示された。 
 小委員会の再編のための分析が十分ではないこと 
 技術的な問題の検討に必要なクオリティの維持が難しくなること 
 日程を短縮することで支出の圧縮に対応できる可能性があること 
 SAR は独立させず、毎年開催とすることが望ましいこと 

 最終的に、小委員会の開催数削減に対する懸念と、小委員会の再編ではなく

開催頻度の見直しに多くの賛同が集まったことから、事務局で、新たな小委員

会の名称、会期、付託事項の検討のほか、議題と費用効果分析についても検討

を行いつつ、MSC92 で作業部会を立ち上げて検討を行うこととした。  
 

添付 2 



 

 

 



 

 

 

 

３ 国際室調査事項 

 
 

①  海賊事案の現状について 

② 大規模海難救助に関する国際会議について 
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海賊事案の現状について 

 

日本海難防止協会 

国際室長 志水知也 

 

はじめに 

 2006 年頃より活発な動きを見せはじめ、国際海運に対する深刻な挑戦となっ

ていたソマリアの海賊は、ここにきてようやく減少傾向を見せている。しかし、

これをもってソマリアの海賊問題の終焉ということは時期尚早であり、ソマリ

アの海賊を取り巻く環境や減少傾向の原因、今後の見通しを慎重に評価してい

く必要があろう。 

 

 沈静化の期待がもたれるソマリア周辺とは逆に、西アフリカのギニア湾では

ゆっくりと、しかし着実に海賊の脅威が増している。また東南アジアにおいて

も昨年に続いて減少傾向にあるものの、インドネシアのように急激に増加して

いる地域もある。以前から指摘されているように、両地域では襲撃を受けても

通報されない事案が多くある可能性も指摘されており、数字で示されているほ

どには楽観視できない状況である。 

 

 一方、ソマリア周辺を通航する船舶に民間武装警備員を乗船させる動きが加

速している。2010 年の調査の段階では、これを支持する意見は必ずしも主流派

と言える状況ではなかったが、現在ではハイリスクエリア1通航船舶による自主

対策の中で大きなウェイトを占めるまでになった。民間武装警備員の乗船は、

自衛策として非常に有効であるという評価がある半面、警備員のクオリティに

対する疑問も根強く、基準作りが進められているところである。 

 

 本稿では刻々と変化する海賊事案と、それを取り巻く情勢を再確認する。な

お、本稿において、特に明記しない限り、統計データは国際商業会議所国際海

事局（ICC IMB）の年間報告（2012 年版）から引用している。 

                                                  
1 BIMCOなどの海事業界団体が自主作成したBest Management Practice (BMP)で定義さ

れる、海賊の活動や襲撃が行われる海域 



 

32 
 

2012 年の海賊の状況 

(1)  概況 

 2012 年の海賊発生件数は、専門家が「著しく」という言葉を用いて表現

するほどに、劇的な減少を示した。2009 年以降は継続して 400 件を超える

襲撃事案が続いていたが、2012 年は 297 件にまで激減している。ただし、

これが直ちに「海上交通の安全が取り戻された」ということを意味するも

のではない。2012 年中に発生したハイジャック事件は 28 隻に達し、船体

とともに拘束された船員は 585 人に上る。また、襲撃によって 6 人が死亡

し、26 人の船員が船から連れ去られて拘束された。2012 年末現在でソマリ

アの海賊の支配下にある船舶・船員は、8 隻 127 人に上る。また、人質の

長期化も深刻な問題で、中には 2 年を超えて拘束されていた船員もいた。 

 ハイジャックされた船舶や船員に対する身代金の額は、報道されている

情報によると概ね 400～500 万米ドルとなっている。これは 2010 年ころの

水準から、大きな変化が見られない。海賊問題が特に顕著な海域は、依然

として、ソマリア周辺海域、東南アジア及び、ギニア湾である。後ほどそ

れぞれの海域について、現状を再確認する。 
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グラフ１ 海賊事案発生件数の推移 

 

 全体の 1 割近い 28 隻がハイジャックされたほか、174 件の事例で海賊に

乗り込まれている。一方で、95 件の事例では乗り込みの阻止に成功してい

るが、このうち 28 隻は銃撃を受けている。 

 統計上未遂に終わっている事件の多くはソマリア周辺に集中している様
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子が見られる。ただし、IMB の報告ではインドネシアおよびナイジェリア

の概況の中で、これらの海域で発生したであろう襲撃の多くが未報告とな

っている可能性を指摘しており、実態としてはソマリア周辺のみで未遂が

多いとは限らず、単にインドネシアやギニア湾では統計に示されていない

襲撃が発生している可能性が高い。 

 

(2)  東南アジア 

 東南アジアにおける海賊の発生は、インドネシアでのみ急激な増加が見

られ、これ以外の地域では沈静化の傾向が見られる。東アジア、南アジア

を含むアジア全体での発生件数は、2010 年からの 3 年間で 142 件、119 件、

130 件と推移しているが、基本的な傾向としてインドネシアのみが著しい

増加傾向にあり、2009 年の 15 件から 40 件、46 件と続いたのち、2012 年

に 81 件まで急増している。 
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通年

グラフ２ アジア地域における海賊事案発生件数の推移 

（東アジア、南アジアを含む） 

 

 なお、アジア地域を中心とする海賊情報の共有を目的とした ReCAAP 

ISC の統計によると、アジア地域で発生した海賊事案は、2010 年の 167 件
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をピークとして減少傾向にある。襲撃の内容をReCAAPの危険度評価のカ

テゴリーから見ると、危険度の高いカテゴリー1 は、南シナ海で発生した

ハイジャック事件など、昨年から半減となる 4 件が発生しているが、危険

が中程度とされるカテゴリー2 及び危険度が低いとされるカテゴリー3 は

ほぼ前年と同程度となり、さらに危険度の低い「コソ泥事案」は 60 件から

50 件に減少している。襲撃形態の多くは錨泊中の船舶に侵入し、窃盗を

して見つかって逃亡あるいは抵抗するというものが多いが、南シナ海など

ではハイジャックも発生している。なお、海賊の武器は刃物が多いが、一

部では銃火器を持っている事例も発生している。 

① インドネシア 

 マラッカ海峡に面したベラワン、ドゥマイ、シンガポール海峡に面し

たカリムン島、バタン島、ビンタン島、ジャカルタ近郊のタンジュンプ

リオクなどの港湾で錨泊中の船舶に乗り込んで窃盗を行う事例が多発し

ている。 

 インドネシアにおける事案増加の突出状況は、ReCAAP の年間レポー

トではさらに顕著に示されており、東アジアから南アジアまで分類され

た海域のうち、インドネシアだけが前年と比較して増加（49 件から 71

件）を示し、他の海域は前年以下（インドのみ前年と同数）となってい

る。事案の発生件数は非常に多いものの、その事案のほとんどは「コソ

泥事案」に分類されており、カテゴリー1 は 1 件も発生していない。 

② その他の地域 

 南シナ海における海賊事案は、IMB 統計では 2010 年をピークとして

減少傾向を示し、2012 年には 2 件のみとなっている。この減少の理由に

ついて特に考察は示されていない。この 2 件は 4 月にバージを曳航して

いたタグボートが、また 11 月にタンカーがハイジャックされたもので

あり、いずれの事件でも乗組員はライフラフトに乗せて解放され、船体

が奪い去られている。この事件は ReCAAP の危険度評価でカテゴリー1

に分類されているが、乗組員に死傷者はなく、またタグボートは行方不

明であるが、タンカー及びバージは後に船体が発見されている。 

 なお、このほかに 2 件発生しているカテゴリー1 に該当する事案は、

マレーシアのサバ州でプロダクトランカーからの燃料油抜き取り事件及

び、マレーシア沖のマラッカ海峡内で発生したタグボートハイジャック

事案である。 

 また、バングラディシュでは 2011 年に前年と比較して海賊事案が半

減し、取締機関の対応の成果であるという評価を受けていた。2012 年も

引き続き前年並みの成果となっており、依然として当局の良好な対応が
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継続していることが伺える。 

 

(3)  ギニア湾 

 ナイジェリアを中心に活動しているギニア湾の海賊は、近年ではソマリ

アの海賊と並んで「東アフリカ」「西アフリカ」という分類で注目されるほ

どに深刻化している。この海域における襲撃は、元々はニジェールデルタ

地方で産出される石油利権をめぐる、中央政府に対する地方勢力の内乱に

近いものであったが、その範囲は次第に拡散する様子がうかがえる。 

 トーゴ ベナン ナイジェリア カメルーン 

2010 0 0 19 5 

2011 6 20 10 0 

2012 11 2 21 1 

 2010 年にはナイジェリア及びカ

メルーンで発生していた海賊事案

が、2011 年にはナイジェリア以西

の発生に変化し、さらに 2012 年に

は西のトーゴにまで拡大してい

る。 

なお、カメルーンの南側の赤道

ギニアやガボン、トーゴより西側

のガーナ、ナイジェリアの南に浮か

ぶ島国であるサントメ・プリンシペ

では、ほとんど海賊事案は発生し

ていない。 

① 発生海域 

 ナイジェリアで発生し、周辺に拡散しつつある「西アフリカの海賊」

は、港内や錨地から沖合約 200 海里まで、広範な範囲に及んでいるもの

の、海上輸送の主要ルートから考えると、喜望峰を回って欧州とアジア

を結ぶ船舶に対する影響は必ずしも大きいとは言えず、その意味で現状

としては極めて限定的な海域に留まっていると見ることができる。 

 海賊の活動範囲はナイジェリア、ベナン、トーゴに集中している。隣

接するカメルーンとガーナでもそれぞれ海賊が発生しているが、いずれ

も使用された凶器は刃物であり、ナイジェリア沖などで発生している海

賊との間に組織的な連携があるとは考え難い。 

 他方、コートジボワールでは 10 月にアビジャン沖 3 海里で錨泊中のプ

ロダクトタンカーが、12 月にはアビジャン港内で錨泊中のケミカルタン

図１ ギニア湾における海賊発生位置 
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カーが、いずれも銃器で武装した海賊の襲撃を受ける事案が発生してお

り、今後この海域にまで拡大する可能性にも注意が必要となる。 

② 襲撃状況 

 ギニア湾の海賊集団の際立った特徴として、銃火器による武装が挙げ

られる。世界的に見て、2000 年ころから海賊による銃火器の使用が目立

ち始め、「海賊の凶悪化」が指摘されているが、現在もこの傾向がある

のは、ソマリアのほか南アメリカの一部、東南アジアの一部であり、刃

物のみでの犯行という形態も少なくない。その中でこの西アフリカの海

賊は、銃火器による武装をしている割合が極めて高く、このため非常に

危険度が高いと認識されている。 

 海賊の標的は油類であり、タンカーや一般の船舶をハイジャックして、

積み荷や燃料油をバージなどに積替えていく形態がとられている。他方、

ギニア湾の海賊はこれまでのところ、船体や乗組員を身代金目的で拘束

することはしていない。しかしながら、海賊が乗組員を「換金可能な獲

物」と見ていないことは、海賊にとって乗組員の安全確保の必要性がな

いことにつながるため、船員の生命安全の面からはよりリスクが高いこ

ととなる。実際、ギニア湾の海賊の襲撃による負傷者、死者の報告は、

他の海域と比較して高い。 

③ 海賊行為の拡散の可能性 

 ナイジェリアで発生している襲撃は、主に航行中の船舶を標的として

いることに対し、ベナンやトーゴでの襲撃は錨泊中の船舶が被害を受け

ている。この手法の相違は、ナイジェリアで活動する海賊とトーゴで襲

撃を行う海賊が、異なる集団である可能性を示している。また、反政府

組織が海上に活動を広げたナイジェリアでは、外国の石油事業者を標的

として人質2がとられていることに対し、トーゴなどではそのような事案

が発生していないことからも裏付けられる。仮にナイジェリアとトーゴ

の海賊組織が同一のものでなければ、この地域で「ナイジェリア型の海

賊モデル」が一つのビジネスモデルやノウハウとして拡散をはじめてい

る可能性があり、周辺地域、さらにはこれ以外の地域にも広がっていく

おそれがあることに留意しなければならない。 

 

(4)  ソマリア周辺海域 

 ソマリア周辺海域における海賊襲撃事案の発生件数は、2007 年以降で最

                                                  
2 ここで言う「人質」は、襲撃した船舶から連れ出して身柄のみを拘束するもの（Kidnap）
であり、ソマリアなどで発生している、船舶ごと拘束されるもの（Hostage）とは区別され

る。 
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低の 75 件にとどまった。2007 年以降で最初に襲撃事件の急増を示したア

デン湾は、2009 年をピークとして翌年にはほぼ半減し、昨年はピーク時の

1 割程度に近い 13 件のみの発生となっている。これは 2008 年 12 月の

EUNAVFOR の活動開始、2009 年 1 月の CTF-151 の活動開始などに見られ

る海軍艦船派遣が効果を発揮し始めたものであると推測できる。一方で、

アデン湾における発生件数の減少にあわせて増加傾向を見せ始めた紅海で

の襲撃も、2012 年には前年の三分の一にまで激減している。 
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グラフ３ ソマリア周辺海域における海賊事案発生件数の推移 

 

 襲撃件数の減少にくわえ、被害の発生状況の点でも改善が見られる。75

件の襲撃のうち、海賊が乗り込み、またはハイジャックされた件数はわず

か 16 件に過ぎず、襲撃に成功しているのはわずか 20%程度にすぎない。

もともとソマリア周辺で発生する海賊事案は未遂に終わるケースが多いが、

従前と比較しても未遂に終わる割合が向上している。ソマリアの海賊の標

的となっているのは貨物船、ばら積み船、タンカー、RoRo 船、コンテナ

船、漁船、ヨット、ダウ、タグボートなど多岐にわたり、「手当たり次第に」

襲撃している様子がうかがえる。海運業界が作成した Best Management 

Plactice（BMP）で比較的襲撃を回避しやすいとされる高速・高乾舷の船に

対しても襲撃を試みていることが、未遂に終わるケースが多い理由の一つ

と考えられる。ただし、IMB の統計上、未遂（attempt）という分類の中に

は「銃撃を受けたものの、乗り込まれることなく逃げ切った」ものも含ま

れており、警戒が必要であるということは変わらない。 
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① 発生件数減少の理由 

 海賊事案が激減した理由として、以下の指摘がされている。 

(a) 船側の取り組み状況の向上 

 IMO ではこれまで、海賊に対して「船舶に対する海賊行為及び

武装強盗の防止並びに抑止にかかる船主、船舶運航者、船長及び乗

組員のためのガイド」（MSC/Circ.623）のようなガイダンスを発し、

また海運業界も BMP の周知徹底を呼びかけて、安全な航海の励行

を呼びかけてきた。現在、ソマリアの海賊による襲撃の高い海域を

航行する船舶による、この種のガイダンスの履行が進んでおり、海

賊にとって“襲撃しづらい”状況が出来上がりつつあるといえる。 

(b) 民間武装警備員による警備の実施 

 民間武装警備員を乗船させる船舶の割合は、2012 年 5 月の時点

でハイリスクエリアを航行する船舶の 25%、海賊に対して特に脆弱

と言われている低速・低乾舷の船舶に限れば 55%近いと言われてお

り、なおも増加傾向にあるとみられている。海賊による襲撃の可能

性があった場合には、威嚇射撃などによる警告を行うことによって

襲撃を思いとどまらせるケースがあると言われている。これまでの

ところ、民間武装警備員の乗船している船舶がハイジャック被害に

あった例はないと言われており、効果の高さがうかがえる。 

半面、警備員の法的位置づけ、船長との権限の明確化、沿岸国の

国内法等、今後検討を重ねていかなければならない課題も残されて

おり、警備員に求められる基準が明らかではないことから、ISO に

おいて基準作りが行われ、今後は一層の導入が加速することが予想

される。 

(c) 海軍艦船派遣の成果 

 アデン湾に設定された国際勧告通航路（IRTC）での護衛や、周

辺海域への各国海軍の配備により、周辺海域、特にアデン湾内での

海賊襲撃事件は目に見えて減少している。2012 年からは従来の位

置通報にくわえ、通航船舶の LRIT 情報を警戒している艦船に提供

し、さらにポーリング機能の活用によってリアルタイムでの位置情

報の取得ができるようになったことで、より効率の良い護衛が実現

するようになっている。 

 ただし、前述のとおりアデン湾における海賊事案の減少は 2009

年以降からはじまっており、海軍艦船の派遣は新しい傾向ではなく、

成果が継続的に表れているものと言える。 
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(d) 陸上の海賊拠点への攻撃 

 EUNAVFOR は 2012 年 3 月に、ソマリアの海賊への対策の範囲を

陸上にまで拡大することを決定したと発表した。報道によると

EUNAVFOR はこの決定にもとづいて、5 月 15 日にソマリア中部の

Harardhere に近い海賊基地を攻撃ヘリで爆撃し、海賊が使用する複

数のボートを破壊した。このような攻撃により、海賊行為に使用さ

れる施設や機材を破壊するとともに、従来の「安全な所から襲撃を

行う」という状況を崩すことによって、海賊のビジネスモデルが成

り立たなくなってきている可能性がある。 

(e) その他の理由 

 専門家の中には、2012 年 8 月にソマリアで暫定憲法が採択され、

連邦議会が発足したこと、さらに 9 月にはハッサン・シェイク・モ

ハメド氏が大統領に選出され、首相の任命、内閣の発足と続き、国

内の治安が改善されたことを理由に挙げる者もいる。ただし、これ

は年度後半の動きであり、今後更なる状況の改善が期待されるもの

の、2012 年の海賊事案減少に貢献したとは言い難いと思われる。 

 また、2012 年は夏季に卓越したモンスーンが続き、海賊が小型

のスキフを出すことができなかったことも、襲撃が激減した理由と

説明されることがある。これも事実であるが、同様の状況は 2010

年にも発生している。これを 2012 年と比較すると、2010 年は第 3

四半期の時点で前年比 75.0%となる 126件の襲撃が発生していたが、

第 4 四半期には 83 件の襲撃が発生し、最終的な襲撃件数は前年と

ほぼ同数という結果に至っている。これに対し、2012 年は第 3 四

半期の時点で前年比 35.2%の 70 件にとどまり、第 4 四半期でもさ

らに発生件数は減少して 5 件のみとなっている。モンスーンの影響

による襲撃機会の減少は事実であろうが、これがなくとも襲撃の件

数は減少していた可能性も残る。 

② 母船型襲撃事案の減少 

 ソマリアの海賊はハイジャックした船舶を襲撃のための母船として

利用することで知られていた。この傾向は 2010 年第 4 四半期頃から発

生しており、襲撃を行うスキフを母船に搭載し、インド洋やモザンビー

ク海峡など、ソマリア沿岸から遠く離れた海域での襲撃を実現してきた。

この手法により、活動範囲が拡大したほか、拘束した船員に母船の操縦

をさせることで省力化を図るとともに、海軍艦船からの攻撃に対する盾

としていた。しかしながら、2012 年に襲撃のあった海域を見ると、この

手法が減少している可能性が伺える。 
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 2012 年に発生した海賊事案では、その多くがアラビア半島東岸沖に集

中している。一方で、インド洋上での発生は散見されるものの、その数

は必ずしも多くはない。さらに、2010 年及び 2011 年には母船型の襲撃

により、アフリカの角やオマーン湾からインド南岸に至る航路上での襲

撃事件が発生していたが、2012 年にはこのような航路上での襲撃はほと

んど発生していない。 

 

 

図２ ソマリアの海賊による襲撃位置 

 

民間武装警備員 

 ソマリア周辺の海賊襲撃件数の減少の理由として、民間武装警備員の存在が

あることは、多くの専門家がその関係性を指摘している。実態として、民間武

装警備員を乗船させている船がハイジャックされた事例は、2012 年中には発生

していない。IMO は依然として、武装警備員の乗船は旗国の判断によるもので

あるとして、「推奨するものではない」という立場をとっているが、すでに主要

海運国の多くで武装した民間警備員を乗船させることを認めている。裏返せば、

今後は「民間武装警備員を乗せることを認めていない国の旗を掲げた船を集中

的に標的とする」戦略が生まれる可能性もあり、国際的に足並みを揃えた対応

が望まれるところである。日本でも海洋政策本部が中心となって検討を進めて

おり、早ければ 2013 年中にも特別措置法が成立する運びとなる。 

 民間武装警備員は、通常ハイリスクエリア入域前に乗り込み、出域後に下船

する形態をとっている。これは拘束期間を短縮することで費用軽減を図ること

よりも、入港国における国内法令による銃器持込み制限を避けるという面が大
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きい。武装警備員は通常 1 チーム 4 名以上で編成され、一航海あたりの費用は

約 35,000USD と言われている。 

 現在、ハイリスクエリアを航行する船舶の三分の一が武装警備員を乗船させ

ているとみられており、今後もその有効性が示されている限りは増加していく

ことが予想される。半面、警備員の能力や船内における権限の不明瞭さなどに

疑問も呈されており、国際標準化機構（ISO）で民間武装警備員の基準となる

ISO28007 が作成された。11 月に完成したこの一般仕様書では、警備会社と船主

や関係者との関係、法的枠組みが定められ、また武器に関することも含めた訓

練手順、最小編成人数、さらに襲撃を受けた場合の事後報告や証拠保全などが

定められている。 

 

結び 

 ソマリア周辺海域をはじめとする多くの海域で海賊事案が激減したことは、

IMO 加盟各国や国際海事団体などの尽力がようやく成果を見せ始めたことの表

れと見ることができる。ソマリア自体は正当な政府が組織され、今後国内治安

の向上により更なる海賊活動の抑止が期待されており、海陸からの協力の継続

が期待される。しかしながら、一時は沈静化していたインドネシアにおける海

賊が再び急増し、またギニア湾の海賊が新たな脅威としてその活動範囲を拡大

しつつあるように、今後も引き続き各国が連携をして、人材育成や対応策の検

討を継続していくことが必要である。 

 ギニア湾の海賊は、国際航海のチョークポイントである紅海やマラッカ海峡

で猛威を振るった海賊とは異なり、主要海運ルートから離れた海域で発生して

いる。仮にこれが理由で国際社会の関心を集めず、十分な対応が取られなかっ

た場合には、地域の治安状況悪化や、通航船舶の多い海域への波及につながる

おそれがある。現在、BIMCO をはじめとする主要海事団体が NATO Shipping 

Centre の協力を受け、ギニア湾を航行する船舶に向けて、この海域の海賊からの

防護のためのガイドラインを作成中であるが、このように必要な連携を実施し

ていくことが期待される。

 



大規模海難救助に関する国際会議について

2012年度第2回「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（2012
年6月21日）」発表スライド改正版

日本海難防止協会 国際室

大規模海難救助に関する国際会議

開催日：2012年6月3~5日

開催地：ヨーテボリ（スウェーデン）

主 催：IMRF (International Maritime Rescue Federation）

日 程：6/3 ／ 登録・被救助体験
6/4~5／ 講演及びワークショップ
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ワークショップ

「大規模海難救助（MRO:Mass Rescue Operation）の定義」
‘characterised by the need for immediate response to large 
numbers of persons in distress such that the capabilities 
normally available to the SAR authorities are inadequate’. 

（IAMSARマニュアル）

過去の事故事例／将来的に発生しうる想定事例をもとに、
小グループによるフリーディスカッションを実施

主な着目点：

Planning, Coordination, Response

ディスカッション

Planning
 複数の機関（時には周辺国も）や付近を航行する一般船舶も含めた救難活動

 詳細まで詰め過ぎたものであれば、却って障害となる可能性も？
 実効性のある計画とすることが重要

 利用可能な資器材、人材、予算についても明確化

Coordination
 Vessel of Opportunity（その場に居合わせた船舶）が調整を仕切れるか？

 船長に対する新たな資格基準が必要か？
 そもそも救難当局でも、「目」の役割だけのことも

 海上と航空の間での調整の困難さ

Response
 多用なユニット（救助船、一般船、航空機等）の効果的な活用

 救難における航空機の優位性は、MROでは必ずしも発揮され得ない
（現場に降りれない、大量輸送に向かないなど）

 要救助者の確実な揚収～迅速に安全な船上へ、さらに陸上へ
 夜間、荒天時などの適正な要救助者／既救助者数の把握
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ディスカッション

IMRFに対する期待

○ 海難救助の専門家集団
専門的知見の蓄積・共有（データベース化）
ガイダンスやチェックリストの作成

○ 国際機関への働きかけ
IMOオブザーバーステータス機関として、情報の提供、問題

点の指摘、さらに改善策の提案を実施。
他の国際機関とも連携し、より高いスタンダードの形成へ

○ 情報提供の継続
ワークショップや会合の継続的な開催

講演：コスタ・コンコルディア号乗船者の体験談

○「誤って第5デッキに上がった」
⇒適正な退船訓練？

○「救命胴衣を取りにキャビンに戻った」
⇒急な傾斜増大～沈没の危険性

○64ヶ国からの乗客に対し、わずか5言語のみの船内放送
⇒やむを得ないか？

○「子供優先！」
⇒実効性があるか？義憤に駆られた正義漢をどうするか？

○陸上における支援
⇒数百人の集落で、数千人の避難者の受け入れ

旅客に対する
適切な啓発の必要性

より効果的な対応の
検討の必要性
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コスタ・コンコルディア号海難（時系列）

13日 1900 チヴィタヴェッキア港出港（サヴォーナ向け）
乗客3,206人／62ヶ国、乗員1,023人／38か国

2145 リーフに触底
2150 ブラックアウト発生
2234 Distressの宣言
2244 ジリオ港外に座礁
2248 総員退船指令
2255 一隻目のライフボートが離船

14日 0053 ヘリコプターによる救助開始
0614 退船完了

参考：IMOにおける検討状況

• コスタ・コンコルディア号海難の発生を受け、事務局長権限でMSC90に新議題
「旅客船の安全」を追加

• 作業部会を立ち上げて、短期・長期で取り組むべき事項の洗い出しを実施
 短期的措置：運航上の安全対策

1. 救命胴衣の搭載基準の変更
2. 避難方法の周知
3. 旅客に対する安全指導の実施（出港前）
4. 運航に無関係な人物の船橋への立ち入り制限
5. 航海計画の遵守
6. 参集・非常時の対応
7. 旅客の国籍の記録実施
8. 乗組員による救命艇操作訓練

 長期的措置：技術面での安全対策
 コスタ・コンコルディア号の事故調査結果を見て検討
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４ 調査研究委員会 

 

第 1 回委員会議事概要 
・添付資料１ 平成 24 年度事業実施計画 

・添付資料２ 平成 24 年度調査研究テーマ 

第 2 回委員会議事概要 

第 3 回委員会議事概要 

第４回委員会議事概要 
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平成 24 年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」 

第 1 回委員会議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：平成 24 年 5 月 9 日（水） 14：00～15：30 

場所：日本財団ビル 2 階 会議室 

 

２ 議題 

（１）平成 24 年度委員会実施計画（案）の承認 

（２）平成 24 年度調査テーマ（案）の承認 

（３）COMSAR16 審議結果報告について 

（４）MSC90 対処方針（案）の検討 

（５）その他 

 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理、[  ]書きは随行） 

（１）委員 

竹本 孝弘（委員長）、柿原 利治、松本 宏之、阪根 靖彦、吉野 高広、 

山内 章裕、藤澤 昌弘、佐藤 幹夫、小林 憲(玉井 博史)、北林 邦彦、錦郡 満 

（２）関係官庁等 

小泉 哲也、芳鐘 功（庄司 義明）、平原 祐（伴 彰浩）、坪上 浩治 

（藤本 裕之）[古川 正樹][萬谷 慎二]、高橋 一郎[木村 嘉仁]、 

新田 慎二（池田 竜也）、岩並 秀一（田中 航二郎）、平田 友一（松本 孝典）、

仙石 新（古田 明）、田中 弘之（柴田 和宏）、金子 英幸（上山 伸二） 

[野口 英毅]、鈴木 弘二（伊東 重春）、近藤 悦広（間端 啓文）、 

岡本 圭祐、大倉 正義（小野寺 典文）[江口 徹][今村 秀成] 

（３）事務局 

渡部 典正、小川 泰治、志水 知也、小林 愛子 

 

４ 配布資料 

  IR12-1-1    平成 24 年度調査研究委員会名簿 

   IR12-1-2    平成 24 年度委員会実施計画（案） 

  IR12-1-3    平成 23 年度調査テーマ（案） 

  ●IMO 第 16 回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR16）の結果について 

  IR12-1-4-1  国際海事機関（IMO）第 16 回無線通信及び捜索救助小委員会の結果につ

いて：海事局安全基準課 
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  IR12-1-4-2  「AIS VHF データリンクの保護に関する IMO 決議の改訂」の審議結果

について：海上保安庁交通部整備課 

  IR12-1-4-3  捜索救助作業部会（WGI）における審議：日本海難防止協会 

 

  ●IMO 第 90 回海上安全委員会(MSC90)対処方針関連資料 

  IR12-1-5-1  IMO 第 90 回海上安全委員会（MSC90）議題：日本海難防止協会 

  IR12-1-5-2  MSC90 及びこれに付随する海賊関連会合について：日本海難防止協会 

IR12-1-5-3  MSC90 議題 27「旅客船の安全」の対処方針について：運輸安全委員会 

 

５ 議事概要（◎委員長、○委員、△関係官庁、□事務局） 

（１）委員長の選出等 

事務局から委員会資料 IR12-1-1 に基づき委員の紹介を行った後、本年度委員会の委

員長として東京海洋大学竹本教授が選出された。以後、竹本委員長に議長をお願いし、

議事次第に則り議事が進行された。 

 

（２）議題 1：平成 24 年度委員会実施計画（案）の承認 

事務局から委員会資料 IR12-1-2 に基づき本年度委員会実施計画案として、IMO の委

員会等（MSC、NAV、COMSAR）の会議スケジュールに基づく本委員会の開催時期

の説明があり、特段の意見なく承認された。 

 

（３）議題 2：平成 24 年度調査テーマ（案） 

事務局から委員会資料 IR12-1-3 に基づき平成 24 年度調査テーマ（案）について説

明が行われ、以下の通り質疑応答があった。 

 

○ ３のテーマである「欧州における海上安全に関する動向調査」は、「撮像技術を

使用する衛星による船舶の遠隔探知について」というテーマに関連して調査する

のか、それとも海上安全の中にはセーフティとセキュリティがあるので、２のテ

ーマとは別にサブテーマがあるのか、もう少し説明を加えていただきたい。 

□ 今年度調査の１つの柱は「撮像技術を使用する衛星による船舶の遠隔探知につ

いて」を予定しているが、これ以外にも現在検討を行っている大規模海難救助に

関する調査研究の実施、また委員の先生方、関係省庁からのご要望のある調査テ

ーマについて柔軟に対応していく考えである。「欧州における海上安全に関する動

向調査」は、このように追加的に発生した調査研究についても対応したいという

考えによるもので、現時点でセーフティあるいはセキュリティのいずれかに限定

しているものではない。 

△ 「欧州における海上安全に関する動向調査」のテーマについて、「欧州における」
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となっているが IMO を拠点にした欧州の情報収集に限らず、必要性があればアメ

リカ、その他の地域においても調査をかけることが可能であると捉えてよろしい

か。 

□ 欧州以外についても対応できる範囲で積極的に対応したいと考えている。 

 

（４）議題 3：COMSAR16 審議結果報告について 

関係官庁及び事務局より委員会資料 IR12-1-4-1、IR12-1-4-2 及び IR12-1-4-3 に基づ

き COMSAR16 審議結果報告が行われ、以下のとおり質疑応答があった。 

 

○ 韓国の遭難信号の誤送信問題に関して、どのような機器から発信されたものが

多いのか、また遭難信号のうちの 9 割弱が誤送信とのことだが、日本の誤送信の

状況も合わせてご教示願いたい。 

△ 韓国の提案文書によると DSC からの誤送信とのこと。具体的には VHF、MF、

MFHF を含めた DSC ということである。 

△ 海保では誤発射を１日に最低１件は受信しているように感じている。 

◎ 具体的には DSC のボタンの誤作動によるものなのか？ 

△ 私が記憶しているところでは、DSC では例えばちょっと手が当たってしまった、

ということもあるし、ドック中の点検時に誤って押してしまったということもあ

ると聞いている。また、406MHz、いわゆる EPIRB について、同様にドックで点

検中の誤発信や、使用されなくなって廃棄されたものが何らかの原因でスイッチ

が入ってしまったというものなどもある。また、原因不明なものも多い。 

△ スマートフォンのアプリによる遭難通報に関して、アメリカやイギリス、オラ

ンダはすでに修正対応済ということであったが、日本の対応状況をご教示願いた

い。 

△ 関係省庁等で検討しているということを聞いている。 

△ GMDSS に関して、日本全体が官民一体となって、どのような役割を果たして

いくか、どの分野でリードしていくかといった戦略的なメリハリがあれば教えて

いただきたい。 

△ 現状は決まったことに従うというスタンスが目立っている。今まではスケジュ

ール的な GMDSS 見直し作業計画の最終化に集中していたが、次回からは内容の

議論が始まるので、海事局、海上保安庁、総務省等が連携しながら対応していか

なくてはならないと考えている。 

 

（５）議題 4：MSC90 対処方針（案）の検討 

   関係官庁及び事務局より委員会資料 IR12-1-5-1～IR12-1-5-3 に基づき MSC90 対処

方針（案）の検討が行われ、以下のとおり質疑応答があった。 
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○  議題 20 海賊関係で、今回の説明には含まれていなかったが、MSC90 では、ウ

クライナから SOLAS 条約に海賊対策として新しいチャプターを加えるという新

規作業計画が出されているということだが、今まで MSC の非強制なサーキュラー

や業界団体の推奨基準となるベストマネジメントプラクティスのように、強制力を

持たなかったものが、SOLAS 条約で扱われることで、実現すれば強制力を持つこ

とになる。今回のウクライナ提案に対する各国の反応や日本の立ち位置をご教示い

ただきたい。 

◎ ご指摘については懸念している。現在担当部局で対策を検討中である。 

   ○ 民間武装警備員について、どこが担当するのか決まっているのか？担当官庁、 

    課等、わかっている範囲で教えていただきたい。 

   □ 担当部局は、総枠としては外航課が中心になるかと考えているが、それ以外の

部局や他の省庁が担当する分野もある。また場合によっては海上保安庁、警察庁

などにも協力していただくことになる。 

   ○ 警備業法などの関係で、警察庁などが関係してくるということは承知した。実 

    際にそのような関係官庁などを含めた検討会は実施されているのか。 

□ 会合が何度か行われたというように聞いているが、詳細な内容については承知し

ていない。 

 

（６）議題 6：その他 

事務局より、次回第 2 回委員会の開催を、NAV58 の日程を考慮し 6 月下旬に開催予

定である旨説明があった。 
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平成 24 年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会」 
（海上安全）実施計画（案） 

１ 目的 

海上安全の分野における国際的な動向を調査･研究し、もって官民一体となった我

が国対応のあり方の検討に資する事を目的とする。 

 

２ 方策 

（１）IMO 各委員会における審議結果の報告と対処方針の検討 

（２）調査テーマに基づいた調査の報告と検討 

（３）調査結果の発表 

 

３ 日程 

平成 24 年 

5 月 9 日〈第一回委員会〉 

・第 16 回無線通信・捜索救助小委員会(COMSAR16) 結果報告 

・第 90 回海上安全委員会（MSC90）対処方針検討等 

・その他 

5 月 16 日～25 日 第 90 回海上安全委員会（MSC90） 

6 月下旬〈第二回委員会〉 

・第 90 回海上安全委員会（MSC90）結果報告 

・第 58 回航行安全小委員会（NAV58）対処方針検討等 

・その他 

7 月 2 日～6 日 第 58 回航行安全小委員会（NAV58） 

11 月中旬〈第三回委員会〉 

・第 58 回航行安全小委員会（NAV58）結果報告 

・第 91 回海上安全委員会（MSC91）対処方針検討等 

・その他 

11 月 26 日～30 日 第 91 回海上安全委員会（MSC91） 

平成 25 年 

1 月上旬〈第四回委員会〉 

・第 91 回海上安全委員会（MSC91）結果報告 

・第 17 回無線通信・捜索救助小委員会(COMSAR17)対処方針検討 

 等 

・その他 

1 月 21 日～25 日 第 17 回無線通信・捜索救助小委員会(COMSAR17) 

 

４ 報告 

 委員会での検討事項、調査研究結果を報告書としてまとめる。 

添付資料 1 
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平成 24 年度調査テーマ 

 

 

１．海上安全に関する IMO における審議状況等の調査 

（１）MSC 関係 

（２）NAV 関係 

（３）COMSAR 関係 

（４）その他 

 

２．船舶動静把握システムに関する調査 

撮像技術を使用する衛星による船舶の遠隔探知について 

 

３．欧州における海上安全に関する動向調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 2 
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平成 24 年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」 
第 2 回委員会議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：平成 24 年 6 月 21 日（木） 14：00～15：30 

場所：日本財団ビル２階 会議室 

 

２ 議題 

（１）第 1 回委員会議事概要（案）の承認 

（２）MSC90 審議結果報告について 

（３）NAV58 対処方針（案）の検討 

（４）情報収集結果報告 

（５）その他 

 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理、[  ]書きは随行） 

（１）委員 

竹本 孝弘（委員長）、柿原 利治、松本 宏之、岡村 敏、阪根 靖彦、 

山内 章裕、藤澤 昌弘、佐藤 幹夫、小林 憲、待場 純、北林 邦彦、錦郡 満 

（２）関係官庁等 

小泉 哲也、芳鐘 功（村上 佳謙）、平田 徹郎（真田 修一）、平原 祐（伴 彰

浩）、坪上 浩治（藤本 裕之）［古川 正樹］、岩並 秀一（田中 航二郎）、 

平田 友一（松本 孝典）、仙石 新（服部 友則）、田中 弘之（柴田 和宏）、 

金子 英幸（北見 宗雄）［雪松 俊介］、鈴木 弘二（伊東 重春）、 

近藤 悦広（間端 啓文）、大倉 正義（今村 秀成） 

（３）事務局 

渡部 典正、小川 泰治、大内 勝美 志水 知也、小林 愛子 

 

４ 配布資料 

  IR12-2-1    第 1 回委員会議事概要（案） 

  ●第 90 回海上安全委員会(MSC90)の結果について 

   IR12-2-2-1 国際海事機関（IMO）第 90 回海上安全委員会の結果：海事局安全基準課 

   IR12-2-2-2  MSC 回章案、決議案等：海事局安全基準課 

IR12-2-2-3 国際海事機関（IMO)「民間海上警備会社に関する暫定ガイダンス」の 

      概要：海事局外航課 

 

●第 58 回航行安全小委員会(NAV58)対処方針(案)について 
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IR12-2-3-1  IMO 第 58 回航行安全小委員会(NAV58)議題 

IR12-2-3-2  NAV58 議題７「航路標識 AIS の IMO 方針作成」の対処方針： 

                          海上保安庁交通部企画課 

IR12-2-3-3  傾斜計性能基準案の比較表：海事局安全基準課 

 

  ●情報収集結果報告について 

  IR12-2-4-1“大規模海難救助に関する国際会議”について：日本海難防止協会国際室 

 

５ 議事概要 

 

（１）議題 1：第 1 回委員会議事概要（案）の承認 

委員会資料 IR12-2-1 平成 24 年度第 1 回委員会議事概要（案）については、特段の

意見等なく承認された。 

 

（２）議題 2：MSC90 審議結果報告について 

関係官庁より委員会資料 IR12-2-2-1、IR12-2-2-2 及び IR12-2-2-3 に基づき MSC90

審議結果報告が行われ、以下のとおり意見・質疑応答があった。 

 

松本委員：今回の会合で「民間海上警備会社に関する暫定ガイダンス」が合意された

が、各国の旗国としての動向、とりわけ便宜置籍国の対応など国際的な動向

はどのようになっているのか、情報があれば教えていただきたい。 

       また前回の委員会で、この問題を国内で中心となって検討するのは外航課

になると伺ったが、海洋基本法が成立した際に内閣に設置された総合海洋政策

本部で今後は検討するという情報もある。国内における動向についても教えて

いただきたい。 

  外航課真田調整官：まず民間武装警備員の乗船という問題で、例えばイギリスは民間

武装警備員を乗せるということで、つい最近法律改正をしたと聞いている。

また、ドイツでは現在、法律改正の途中であるということである。こういっ

た動きを見る限り、諸外国が民間武装警備員を乗せるという方向になること

も否定できない。また、この問題に関する国内での中心部局について、海事

局という観点からみれば外航課なのかなと思われるが、政府全体というレベ

ルで見ると、この問題については内閣官房の総合海洋政策本部が中心になっ

て議論を進めていくものと理解している。単純に日本籍船ということで、船

の運航を所管している海事局という観点だけでは済まない問題であり、武装

警備員の乗船といった問題になると、例えば武器の使用といったような問題

も出てくる。このような問題をクリアしていくためには、当然他省庁も議論
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に入っていただかないと解決できない。 

  竹本委員長：民間海上警備員の乗船に関して国の側からの考え方をいただいたが、民

間の観点から例えば船主協会さんなどはどのような検討をされておられるの

か伺いたい。 

  日本船主協会山内委員：業界としては船主協会等の集まりである IMO のステイタスを

持っている ICS がある。ISC の中で各国の旗国としての対応を各国の船協経

由でヒアリングをとっているものがあり、現在約 30 か国がリストアップされ

ている。 

       その中で、公的武装ガード（国の軍隊等）が乗船できるような対応をして

いる国が３～４か国ある。また、日本と同様、国内法的には武器の使用を認

めた武装ガードは禁止しているという国もある。IMO の「民間海上警備会社

に関する暫定ガイダンス」という国際的な気運も高まる中で、国内法も整備

して採択するという国も出てきており、イギリスやノルウェーのように欧米

や北欧を中心に積極的に議論されている。 

       民間武装ガードについては各国のフラッグステイトが基本的に許認可、管

理を行っていると理解している。当然日本の商船隊も便宜置籍船がメジャー

を占めているので日本の船社の中でも民間武装ガードの採用実績は増加傾向

にある。 

  竹本委員長：旅客船の安全確保のところで、船室以外への救命胴衣の追加搭載とか旅

客に対する避難要領の周知方法など、サーキュラーの相手としては船舶所有

者であると思われるが、今後、SOLAS の改正でそういったところまで結びつ

くような形の議論なのかどうか教えていただきたい。 

  安全基準課伴係長：本件の取扱いについては海事局の内部的には運航労務課が中心に

今後の対応も含めて検討中である。旅客船の安全について若干補足すると、

当初は MSC90 でコレポンを立ち上げてそこで議論し、その結果を MSC91 で

条約改正案等を承認し、MSC92 で採択して条約要件を作るという計画が IMO

事務局にはあったようだが、実際は、事故調査の結果を待って検討をするべ

きという慎重な意見が多数を占めたため、事務局の計画どおりに進まなかっ

たという経緯があったと聞いている。 

  竹本委員長：前回の委員会で意見が出されたウクライナの海賊対策について、ウクラ

イナが SOLAS の改正に向けての提案をしているという意見があり、その際、

各国の対応について情報がほしいという意見があったが、今回 MSC において

どのような議論がなされたか伺いたい。 

  事務局志水室長： 結論から言うとウクライナからこのような提案がなされたが、こ

れに賛同する国はまったくなく、数カ国から反対意見が出され、特段の議論

もなくあっさりと終了した。 
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（３）議題 3：NAV58 対処方針（案）の検討 

関係官庁より委員会資料 IR12-2-3-1～IR12-2-3-3 に基づき NAV58 対処方針（案）

の検討が行われ、特段の意見・質問等はなかった。 

 

（４）情報収集結果報告 

   事務局より資料 IR12-2-4-1 に基づき大規模海難救助に関する国際会議についての 

報告が行われ、特段の意見・質問等はなかった。 

    

（５）議題 4：その他 

事務局より、次回第 3 回委員会の開催を、MSC91 の日程を考慮し 2012 年 11 月中

旬に開催予定である旨説明があった。 
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平成 24 年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」 
第 3 回委員会議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：平成 24 年 11 月 12 日（月） 14：00～16：00 

場所：日本財団ビル２階 会議室 

 

２ 議題 

（１）第 2 回委員会議事概要（案）の承認 

（２）NAV58 審議結果報告について 

（３）MSC91 対処方針（案）の検討 

（４）英国の洋上風力発電に関する航行安全対策  

（５）その他 

 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理、[  ]書きは随行） 

（１）委員 

竹本 孝弘（委員長）、柿原 利治（宮本 佳則）、松本 宏之、岡村 敏、阪根 靖

彦、吉野 高広、山内 章裕、藤澤 昌弘、佐藤 幹夫、小林 憲、待場 純、 

北林 邦彦 

（２）関係官庁等 

金子 正志（升井 峻）、小泉 哲也、芳鐘 功（村上 佳謙）、平原 祐（平瀬 利

明）、山本 博之（宮西 徹）、坪上 浩治（藤本 裕之）［古川 正樹］［萬谷 慎

二］、高橋 一郎［木村 嘉仁］、新田 慎二（林 亮治）、平田 友一（松本 孝典）、

仙石 新（古田 明）、田中 弘之（横山 裕之）、 

金子 英幸（北見 宗雄）［雪松 俊介］、鈴木 弘二（伊東 重春）、 

近藤 悦広（間端 啓文）、岡本 圭祐、杉浦 清治 

 

（３）事務局 

渡部 典正、小川 泰治、大内 勝美、志水 知也、倉本 明、小林 愛子 

 

４ 配布資料 

  IR12-3-1    第 2 回委員会議事概要（案） 

  ●第 58 回航行安全小委員会(NAV58)の結果について 

   IR12-3-2-1 「航路標識ＡＩＳのためのＩＭＯポリシー及び新シンボルの開発」の 

        審議概要について：海上保安庁交通部企画課 

   IR12-3-2-2  航路作業部会（ＷＧ１）における審議：日海防国際室 
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●第 91 回海上安全委員会(MSC91)対処方針(案)について 

IR12-3-3-1  第 91 回海上安全委員会(MSC91)議題：国際動向委員会事務局 

IR12-3-3-2  MSC91/7/1 旅客船安全対策：海事局運航労務課 

  IR12-3-3-3 旅客船・フェリーの安全・安心な旅を提供します（広報資料）： 

海事局運航労務課、安全基準課 

 

  ●日本海難防止協会ロンドン事務所研究発表 

  IR12-3-4“英国の洋上風力発電に関する航行安全対策： 

日本海難防止協会ロンドン事務所 

 

５ 議事概要 

 

（１）議題 1：第 2 回委員会議事概要（案）の承認 

委員会資料 IR12-3-1 平成 24 年度第 2 回委員会議事概要（案）については、特段の

意見等なく承認された。 

 

（２）議題 2：NAV58 審議結果報告について 

関係官庁より委員会資料 IR12-3-2-1、IR12-3-2-2 に基づき NAV58 審議結果報告が

行われ、以下のとおり意見・質疑応答があった。 

 

竹本委員長：NAV58 議題 7 の審議概要の中で、「仮想航路標識 AIS について、対象物

が海図に記載できない場合以外は推奨できない…」となっているが、これは

具体的にはどのような場合か？  

交通部企画課北見係長：具体的な事例については把握していない。一部の国たとえば

オーストラリアなどからは、仮想航路標識 AIS を恒久的に扱えるようにした

方がよいのではないかという提案が出されたが、明示が必要なものについては

紙海図や電子海図に反映させることが基本であるとの考えから、恒久的な利用

は推奨しないこととなったと聞いている。 

  高橋国際・危機管理官：まず、灯火に関する規則を設けるべき枠組みの中で、正面か

らそれを規定していくという動きになっているのか否か。また、これを小委

員会の回章として扱う以上、小委員会のマンデートには灯火に関する事項は

入り得ているのか否か。の２点を伺いたい。 

  事務局志水室長：まず灯火に関する規定を設けるか設けないかという点については、

NAV56、58 で、本来的あるいは最終的には COLREG の改正に持って行くべ

きだというのがワーキンググループ内での共通の認識のようである。しかし
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実際にそこまで行う空気ではなく、まずは、簡単に手を付けられるところか

ら修正していきたいということだと思われる。また、小委員会の権限につい

て、実際のところ小委員会のサーキュラーという形でこれを回すというとこ

ろまでは決まっているのである程度の判断はできると思われる。ただ、最終

的には灯火の話であるので、COLREG 改正が必要になってくるので小委員会

だけで決められる話ではない。今のところは恒久的なものではあるが、例え

ば今回の規則自体が強制力を持たないいわゆる推奨事項にしているように、

できるだけ実質的な負担が出てこない範囲で対処しようという考え方が主流

にあると判断している。 

  日本船主協会山内委員：シンガポール海峡 TSS 等を横断する船舶に対する緑三灯の件

は、NAV56 の前から業界の方からも意見しており、ある程度それは反映され

たとして異存はない方向性である。現状ではスエズライトのカバーの差し替

えや持ち運び式の灯火での代用を行っているが、COLREG の全周灯の定義を

厳密に考えると、どうしても死角の部分たとえばレーダーマストなどが邪魔

して COLREG でいうところの全周灯を満足する灯火となると、かなりの改修

を要する。 

  松本委員：先ほどより話に出ている COLREG の改正に結び付けるかどうかということ

については、かつてこの話が出てきた段階で様々な問題があったと記憶して

いる。この問題は、当初は暫定の勧告事項ということで動いていたが、今回

は最終的には小委員会の回章という形になり、あくまでも強制ではないとい

う意味では同じだが、規範性という面からとらえたときに、今までの暫定の

勧告の場合と、今回の小委員会の回章という場合とでは、どういう違いがあ

るのかということについて確認させていただきたい。 

  事務局志水室長：暫定かつ推奨事項であったというものが、今回は暫定が外れただけ、

恒常的ではあるけれども推奨事項という部分は変わっていないという部分の

修正であるというと認識している。 

  倉本ロンドン事務所長：今回は暫定が外れただけという結果である。効果としてはイ

ンタリムが取れたという部分が重要なのではないかと理解している。 

 

（３）議題 3：MSC91 対処方針（案）の検討 

関係官庁より委員会資料 IR12-3-3-1～IR12-3-3-3 に基づき MSC91 対処方針（案）

の検討が行われ、特段の意見・質問等はなかった。 

 

（４）日海防ロンドン事務所研究発表 

   事務局より資料 IR12-3-4 に基づき英国の洋上風力発電に関する航行安全対策につ 

  いての報告が行われ、特段の意見・質問等はなかった。 
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（５）議題 4：その他 

事務局より、次回第 4 回委員会の開催を、COMSAR17 の日程を考慮し 2013 年 1 月

中旬に開催予定である旨説明があった。 
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平成 24 年度「海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）」 
第 4 回委員会議事概要 

 

１ 開催日時及び場所 

日時：平成 25 年 1 月 18 日（金） 14：00～15：30 

場所：海事センタービル 8 階 801,802 会議室 

 

２ 議題 

（１）第 3 回委員会議事概要（案）の承認 

（２）MSC91 審議結果報告について 

（３）COMSAR17 対処方針（案）の検討 

（４）事務局等による調査研究成果報告  

（５）平成 24 年度事業報告書（案）の承認 

（６）その他 

 

３ 出席者（敬称略、（  ）書きは代理、[  ]書きは随行） 

（１）委員 

竹本 孝弘（委員長）、柿原 利治、松本 宏之、岡村 敏、阪根 靖彦、 

吉野 高広、山内 章裕、藤澤 昌弘、佐藤 幹夫、小林 憲、錦郡 満、 

 

（２）関係官庁等 

小泉 哲也、芳鐘 功（村上 佳謙）、平田 徹郎（真田 修一）、 

平原 祐（大西 泰史）、山本 博之（宮西 徹）、坪上 浩治（藤本 裕之）［古川 

正樹］［萬谷 慎二］、高橋 一郎（木村 嘉仁）、岩並 秀一（田中 航二郎）、 

平田 友一（松本 孝典）、仙石 新（古田 明）、田中 弘之（金原 聖）、 

金子 英幸（北見 宗雄）［野口 英毅］、鈴木 弘二（伊東 重春）、 

近藤 悦広（間端 啓文）、岡本 圭祐、古谷 健太郎 

 

（３）事務局 

小川 泰治、大内 勝美、志水 知也、小林 愛子 

 

４ 配布資料 

  IR12-4-1    第 3 回委員会議事概要（案） 

   

 

●第 91 回海上安全委員会(MSC91)の結果について 
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   IR12-4-2-1 国際海事機関（IMO）第 91 回海上安全委員会の結果について： 

                               海事局運航労務課 

   IR12-4-2-2  小委員会の統廃合について：日海防国際室 

●第 17 回無線通信・捜索救助小委員会(COMSAR17)対処方針(案)について 

IR12-4-3-1  第 17 回無線通信・捜索救助小委員会(COMSAR17)の議題（案） 

国際動向委員会事務局 

IR12-4-3-2  GMDSS の見直しと対象船舶の検討について： 

水産庁増殖推進部研究指導課 

  IR12-4-3-3 IMO 第 17 回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR17）への文書提出 

について・第 8 回 IMO/ITU 合同専門家会合報告に関する意見 

（COMSAR17/4/3）：海上保安庁交通部整備課 

  ●事務局等による調査研究成果報告 

  IR12-4-4-1 民間武装警備員に関する動向：海上保安大学校海上警察学講座 

  IR12-4-4-2 海賊事案の現状について：日海防国際室 

  ●平成 24 年度事業報告書（案）の承認 

  IR12-4-5-1 平成２４年度事業報告書（案）＜表紙・目次＞  

 

５ 議事概要 

 

（１）議題 1：第 3 回委員会議事概要（案）の承認 

委員会資料 IR12-4-1 平成 24 年度第 3 回委員会議事概要（案）については、特段の

意見等なく承認された。 

 

（２）議題 2：MSC91 審議結果報告について 

関係官庁より委員会資料 IR12-4-2-1、IR12-4-2-2 に基づき MSC91 審議結果報告が 

行われ、特段の意見・質問等は無かった。 

 

（３）議題 3：COMSAR17 対処方針（案）の検討 

関係官庁より委員会資料 IR12-4-3-1～IR12-4-3-3 に基づき COMSAR17 対処方針 

（案）の検討が行われ、以下のとおり意見・質疑応答があった。 

 

大日本水産会小林委員：昨年末に船舶技術研究協会さんで行われた航海設備検討会で

も COMSAR17 に対する対応についての検討が行われたが、この委員会との

区別はどのように考えればよろしいか確認したい。 

事務局志水室長：他の団体様で行われている委員会との明確な区別はいまのところで

きていない。将来的には明確な区別をつけたいと考えているところである。
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できるだけ他の団体と重複しない方向で、日本海難防止協会がより貢献でき

る分野に集中させて、効率的に実施できるよう模索中である。 

     また、COMSAR17 に対処方針の検討ということで本来ならば対処方針につ

いて関係省庁様より説明をいただき、それについて検討をするべき場ではあ

るが、COMSAR 開催の直前ということで、ご専門の皆様に対し広く案内をさ

せていただくというところで留まっている。この点についても将来的に改善

の必要があると認識している。 

大日本水産会小林委員：非 SOLAS と言いながら、日本の漁船は何もしていないわけで

はなく、必要な機器を搭載し、それなりの通信体制をとって安全を確保して

いる。 

例えば GMDSS の見直しと近代化という動きの中で想定される、新しい機

器の導入ということになれば、当然コスト面での負担が発生し、それでなく

てもコスト的に非常に厳しい操業を行っている漁船にとってはかなり無理が

ある。日本の漁船の現状を理解してもらい、安全に対する対応も行っている

ということをこの場でご紹介させていただきたい。 

 

（４）議題 4：事務局等による調査研究成果報告 

海上保安大学校古谷准教授、日海防志水国際室長より委員会資料 IR12-4-4-1、

IR12-4-4-2 に基づき調査研究報告が行われ、以下のとおり意見・質疑応答があった。 

 

竹本委員長：民間武装警備員は「船員」に該当するのか？ 

海上保安大学校古谷准教授：「旅客」「その他」などの分類で乗船するが、その判断

は旗国に一任されている。分類によっては、保険の問題が発生するため、「そ

の他」で乗船しているケースが多いと聞いている。 

 

（５）議題 5：平成 24 年度事業報告書（案）の承認 

   事務局より、委員会資料 IR12-4-5-1 に基づき本年度事業報告書（案）について説明

があり、特段の意見等なく承認された。 
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・ IMO  2012 年会議プログラム 

・ IMO  2013 年会議プログラム 
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